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質問
№
事業
№ 事業名 質問・意見 回答 推進課

1 3

ウィルなが
おかフォー
ラムの開催
や情報誌
の発行

委員の一層の努力とレベル
アップを期待して、情報誌「あ
ぜりあ」は手にとって読んでわ
かりやすい専門誌にしてほし
い。

「あぜりあ」は平成19年に全国女性会館
協議会全国大会の広報誌部門で特別賞
を受賞しています。今後もよりわかりやす
い内容になるよう努めます。

市民活動推
進課（男女）

11

自治会役
員への女
性の参画
促進

市民窓口
サービス課

12

コミュニティ
での女性
の参画促
進

市民活動推
進課

3 18

平日日中
の災害発
生時のシ
ミュレーショ
ン事業

本事業は全国に発信すべき先
駆的なモデル事業だと思いま
す。
単年度実施に留めるのではな
く、中・長期的に継続した事業
実施を進めることで、継続的な
女性のエンパワーメントを行っ
ていくべきと考えます。

本事業は、危機管理防災本部が引き継い
で自主防災会組織アドバイザー派遣事業
の中で実施していきます。また、中越防災
安全推進機構においても、各地域からの
要望により実施いたします。

市民活動推
進課（男女）
危機管理防
災本部

自治会役員及びコミュニティに
おける女性の参画促進の実施
計画は、「住民の意識啓発」を
待つという消極的なものとなっ
ている。
コミュニケーション力を持ってい
る女性の活躍は、自治会やコ
ミュニティの活性化には重要な
要素である。
より具体的な方策として、市役
所の女性職員が自治会のコー
ディネート役として参画し、地
域の女性の活躍の場を拡張す
ることが必要と思われる。

2

町内会やコミュニティ推進組織は、住民自
らが自主性を持って地域活動を推進する
ための任意団体であり、地域によってそ
の活動内容等も様々です。
確かに、町内会やコミュニティの活性化に
は、コミュニケーション能力を持つ女性の
活躍が重要な要素であると考えておりま
す。
一方で、地域活動の内容と同様にリー
ダーの人選も地域の自主性を尊重するこ
とが大切であり、市の女性職員ならば適
任なのかという問題もあるため、本質的な
意識啓発に努めていきたいと考えており
ます。

4 19

ながおかヘ
ルシープラ
ン２１推進
事業

26年10月の進捗状況調査に期
待します。ウォーキングマップ
は身近な健康につながるので
配布してください。

ウォーキングマップは市のホームページ
からダウンロードが可能です。健康課で
作成している多くのマップはコミセン単位
の活用を狙っており、地域の状況に応じ
た配布、活用をしています。まちなかア
オーレマップについてはアオーレに設置し
ていますのでご活用ください。

健康課

5 21
妊娠・出産
期における
健康支援

母子健康手帳の交付は当然
のことですが、男性の育児参
加のための対策が十分ではな
いように思います。とりわけ、
男性は自分が父親になるとい
う自覚がなかなか生まれない
ようで、これが問題視されてい
ます。そこで、他市では父子健
康手帳のようなものを作成して
配布しているところもあります。
父子健康手帳だけがこのため
の唯一の切り札ではないでしょ
うが、出産・育児に男性を巻き
込むための事業がほしいところ
です。

H20年度より母子健康手帳交付時に「父と
子のメモリアルカード」を配布し、父親とし
ての意識を高めたり、夫婦で話し合うきっ
かけになるよう働き掛けています。また、
パパママサークルやこんにちは赤ちゃん
訪問等の機会にカードの活用を促してい
ます。
父親が事業へ参加しやすいよう休日健診
の実施や母子保健推進員協議会活動の
「パパママ赤ちゃんのつどい」を土曜開催
にするなど考慮しています。

子ども家庭課

1
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6 43

高齢者や
介護者を地
域全体で
支える体制
づくりの推
進

地域包括支援センターが住民
のニーズに応じた紹介を中心
としたコーディネート機能だけ
でなく、地域の課題を見つけ
て、地域住民と一緒に新たな
支援策を提案する機能を持つ
必要があると思われる。

平成26年度から地域包括支援センターの
圏域ごとに個別事例の課題分析を積み重
ね、地域の共通課題を把握するケア会議
を開催し、地域づくりに取り組みます。

長寿はつら
つ課

7 52

配偶者暴
力相談支
援センター
機能の整
備

子ども・高齢者・障がい者・外
国人等のＤＶ対応について、更
なる支援の充実が必要。

配偶者暴力相談支援センターに寄せられ
る相談については、その内容が複雑化し
ており、被害者への支援にあたっては、関
係機関との連携が必要不可欠となってい
ます。市では、「長岡市ＤＶ防止ネットワー
ク」を組織し、警察署、医師会、弁護士
会、行政などと連携を図ってます。また、
「庁内ＤＶ被害者支援連絡会議」を設置
し、子ども、高齢者、障がい者、外国籍住
民などの担当課と情報の共有や連携を
図っています。

市民活動推
進課（男女）

8 68
コミュニティ
センターの
整備

コミセンの整備の中で、活動の
ソフト面において男女共同参
画の視点が必要。その支援を
行ってほしい。

コミセンを整備する上で、建設検討委員
会を地区で組織し、委員会の意見を取り
入れながら整備を進めています。

市民活動推
進課

2


